
論 遣

企業杜会報告の展開とその問題点

小 川 洌
（早 稲 田 大 学）

Ｉ．
は じ め に

近年
、
経済社会の発展 にともない、 この社会の中核と して活動している企業とそ れをとりま

く社会 的環境との関連につ いて数多くの論議がかわさ れるよう になってきた。 こ れらの論議は

そ の ル ー ツ を さ か の ぼ れ ば、 か な り 古 く か ら 存 在 し て い た こ と は 周 知 の 事 実 だ が、
か っ て は 企

業 と そ れ に よ っ て 被 害 を う け る 地 域 住 民 と の 間 の 争 い と い う か た ち で 問 題 と な る ケ ー ス が 多 く、

これ らを体系 的に整理し、 企業と 社会とのあり方の本質に触れるような 論理的な解明 はあまり

な さ れ な か っ た。

お そ ら く、 こ の よ う な 論 理 的 究 明 が 行 わ れ る よ う に な っ た の は、 ア メ リ カ を 中 心 と し て

１９５０年代後半か らであ ったといって もよ いであろう。 当時、 企業 の反 社 会性 を追 及 する 動き

が強まり、 株主総会 における責任追及 や社会的なキャンペーンを通 じてその 活動は一っの社会

運動とまでいわれるよう になった。 ま たこの動きと対応して社会監査な どの必 要性も一部の運

動家や研究者によって指 摘され、 その賛 否や社会監査の概念、 具体的内容、 判 断の基準等をめ

ぐって各種の論議が展開 された。

このような実践面にお ける動向を背景と して、 こ の問題を経済、 経営、 社会領域の 一部を構

成 する 重要な要素と位置 づけ、 学問的
な体系化 を試 みる 研究も現れはじめた。

本論 はこのような動向と論 議を整理 して、 社会関連会 計の進むべき方向にっいて考 察し、 そ

こにお ける 問題点にっいて論 議することを目的と してい 孔

ｌＩ． 社 会関 連 会計 の 萌芽

企業の社 会的関連をめ ぐる学 問的な研究は、 経済学、 経営学、 会計学の各方面か ら進め られ

たが、 とく に会 計学の分野で は戦 後いちはやくその萌芽と考え られる 一連の主張や論争が繰り

広 げられたの であっ れ その方向 はっ ぎの二つの流れに分類されうる と考えられ 孔

第一はいわゆる会 計主体論争である。 この論争はアメ リカを中心 と して主 と して １９４０ 年代

の後半から行わ れた ものであり、 その 中心をなすのはそもそも企業は誰の ために会計情報を作

成し財務報告を行う のかという問題である。
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も と も と こ の テ ー マ は か っ て は ドイ ツ の 勘 定 学 説 の 論 争 の 際 に お こ っ た。 そ こ で は ヒ ュ ー グ

リ ・ シ ェ ア （ Ｈ廿ｇ１ｉ－ Ｓｃｈ乞ｒ）、
ベ ル リ ー ナ ー （ Ｍ．

Ｂｅｒ１ｉｎｅｒ）・
ニ ッ ク リ シ ュ （ Ｈ・

Ｎｉｃｋユｉｓｈ ） な

どによって勘定記入 の法則 性や貸借対照表の目的、 本質論 を
めぐってさま ざまな論争 が繰返 さ

れたのであった。 勘定学説による論
争は会計主体論と は観 点が異なるが・ 貸借対照 表の本質を

追求するという論 議のなかで、 結局は
会計の主体を明 らかにするという問題に帰着 したのであっ

た。 こ れ に 対 し、 １９４０ 年 代 後 半 に
お い て ア メ リ カ で お こ っ た 会 計 主 体 論 争 は 第 ２ 次 大 戦 後 に

おける資本主 義経済の発展と複雑化、 そ れに ともなう 企業経営の変貌、 社 会
主義国の拡大な ど

の動きに刺戟 されて発展 したものである。

ところ で、 現代の経済体制下にお ける
企業 という明確な裏付けの もとに展開された会計シス

テムを前 提として論議する場合、 そ
れを説明する理論は所有主理論、

企業主体論および企業制

度 論 の ３ つ に 大 別 さ れ よ う。

１
．
所 有 主 理 論 （ Ｐｒｏｐｒｉｅｔａｒｙ

Ｔｈｅｏｒｙ ）

この考え方 は企業の 所有者すなわち資本主が会計の主体である というものであ 孔

す なわち資本主 はそ の所有する財産を管理者にまかせ、 そ の会計責任
の もと で会 計情 報を受

け取るが、 同時に 資本主は他の資
本主や債権者に対 して利益 （純財産の増加） およ びそ の配分

にっ いての会計情 報を提供する責任を持っ。 したがって、 会 計
主体は資本主 である という理論

で あ る。

ここで は、 会計情報は
企業に投入された資本の成果 （利 益） の計算が中 心で、 ま たその結果

として債権 者に対する担保と して財産が どのような 状態にあるかを報告す ることが必要となる。

いずれに しても、 ここでは
企業の利益 は資本主 に帰 属するという思考 が基 礎にある。

２、 企 業 主 体 論 （Ｅｎｔ
ｉｔｙ Ｔｈｅｏｒｙ）

この考 え方は 「企業それ自体」 が会計の 主体 であるとするものであ る。

すなわ ち、 株式
会社組織が発展する に伴 い、 所有

と経営の分離と いう現象が一般化 し、 所有

者と は別 のいわゆる 「専門職業人 としての経営者」 が出現 し、 か れらが株式会社を管理
し、 事

実上 支配するという傾向が強まっ てきた。

高 度に発展した株式会 社では、 所有者す
なわち株主は単なる 資本提供者にす ぎな い。 企業 は

必要とする資本を債権者 を含 めて、 だれ
からどのような方法 で調 達するかを企業自 体の経済 合

理性の観点から判断 して 決定 する。 ここでは
形式的には資本 の成果すなわち利益 は株主 に帰属

する ものと して計算報告さ れる。 し
かし
、
それは配当が決定さ れるまでは企業 に留ま るもので

あり、 また獲得され た利 益のすべてが配当
金と して株主 に分 配されるわけ ではなく、 今後の経

済の変動に対するリ スク 回避、 および
企業の将来の発展 可能 性な どを考慮 して、 そ の一部ま た

はかなりの部分 が内 部留 保として企業内に蓄積される。 ここでの特徴 は利
益は企業自体に帰属

す る と い う 意 識 が 強 い こ と で あ る。

したがって、 会計の主体である
「企業」 は会計情 報を株主・債権者な どへ提供するが、 そこ
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では株主に帰属する利 益がどれだけかと いう 情報 とともにその利益が算出される プロセス を明

示することによって、 利 益の発生源泉が明 らかにされる。 このことは企業の提出する会計 情報

は単に企業活動の結 果としての利益だけ ではなく、 将来に向けての企業の収
益性の推移を予 測

させる情報と しての 有用 性をもっことになる。 かく て会計情報の中心は財産計算
か ら損益 計算

へ と 移 動 す る こ と に な っ た の で あ る。

３
．
企 業 制 度 論 （ Ｅｎｔｅｒｐｒｉｓｅ Ｔｈｅｏｒｙ）

企業 は資本主 義経 済体制の枠組みのな かで、 利 潤の追求という営利活動を行う。 しかしその

一方で企業 は社 会的、 経済的
な富を創出 し、 それを一定の割合で社会に分配する経済 主体であ

るという理解 もま た必要となる。 とくに これらは社会的な生産およ び流通という シス テムのな

かで行われる ものであり、 した
がって創 出した富とその分配の関係を社会に対 し報告 する会計

責任を もっ こと にな る。 ここで は
企業 は社会的制度と して位置づけ られる。

この理論 は企 業自体が会計主体となる 点につ いては企業主体論と同 じであるが、 たんに企業

は利害関係 者に対し収益性を中心と した 会計情報の提供を行うのではなく、 それ を社会的な機

関と して利 害関係者を含む社会全体 に対 して行うという点において企業主体論と は異なる。

一方、 社 会関連会計の萌芽
とみ られる 第２の動向は付加価値会計である。 周知 の

ごとく 付加

価値会計 は主と して第２次大戦後 ドイツ を中心に展開された会計思考であって、 そ の提唱者は

レ ー マ ン （ Ｍ
．
Ｒ
．
Ｌｅｈｍ ａ ｍ ） で あ る。

レーマ ンは従 来の出資者に帰属する利 益を中心とした損益計算書にかわって付加価 値計算書

の作成の必要性 を主張した。 この思 考の 基礎には企業を現在の経済体制のなかにあって社会的・

経済的な富 を創 出し、 それを一定の割合 で社会に分配する社会的な機関と してと らえ るという

考 え 方 が あ る。 そ の 意 味 で こ の 付 加 価 値 計 算 思 考 は ア メ リ カ で ス ヤ ー ネ ン に よ っ て 提 唱 さ
れ た

前述の企業制度 論とほぼ同じ内容の もの と理解してよいだろう。

企業によって 行われる付加価値計算 は資本主義の体制下にあって国民経済と個別 企業を結び

つける連結器のよう な役割をはた して いるのだが、 当初この計算は企業の成果の 労働
と資本と

の間の合理 的な 分配問題を解決するため の情報として関心を集めたのであった。 しかしこの計

算の構造の内容およ びそれによって もた らさ れる成果をよく検討 してみると、 企 業のっく り出

した社会的富の創 出とその分配過程を明 らかにするうえできわめて重要な意味を もっているこ

とがわかる。 すなわ ち、 付加価値を多く創 出した企業ほど社会的
な貢献をま ず第 一次的に果た

したことになり、 そ してこの付加価値を いかに公正に分配 し
たかが第２の貢献度 測定の尺度と

な る
。

付加価値の分 配関係は一般に次の３つ のセ クターに分けて示される。 ①従業員 に分配される

労働収益、 すなわち 賃金給料な どの人件 費、 ②国家、 公共団体
およ び社会全体に 分配される公

共収益、 すなわち租 税など、 ③資本出資 者に分配される資本収
益
、 す
なわち利子・ 配当金・内

部留保な どの資本費 に分けられる。
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上 述した分配関係は どのよう な割 合が公正であるかにっ いて は一般的な基準 は示さ れていな

い。 個
々 の企業のおか れて いる 状況、 たとえば資本集約型企業 か労働集約型企業

かな どによ っ

て そ れ は 異 な る か ら で あ る。 し た が っ て、 そ れ は 時 系 列 判 断 に よ ら ざ る を え
な い。

ま た公 共配分は一般に税金の 納税額ということになって いる。 公害防止や
地域社会へ の貢献

を目 的として支出された費用な どを本来含めるべきである が、 現在の企業会計制度の 枠組み
の

なか では、 これらの費用 は損
益 計算書のデータか ら算出不 可能 である。 付加価値計算書 の必要

と さ れ る 理 由 が こ こ に あ る。

こ のよ うに企業会計にお ける 理論 の展開の過程のなかで企業 のもっ社会性の高まりと、 そ れ

を情 報面から支える会計の 役割 の変化が論じられるようになっ た、 理由の１っ は企業 が量的に

も質 的にも大きな変化をと げ、 経済
全体に対 して重大な影 響力 をもっに至ったという 事実があ

る。 このような大規模化 した企 業はた
んに利潤追求だけで はすま されず、 社会関連 的

な 観点を

同時 に政策の決定や経営管 理に 採り 入れないと企業自体の存在 が成り立たなくなっ てきている

の で あ る。

皿． 現代 企業 と 社会
的量 任

前 段で述べたように、 会 計理 論面で企業の社会的責任をふま えた論議の 展開 が行 わ れた が、

その 背景には企業の社会性 の高まり という事実がある。 このこ とは生産技術の高度 化に
ともな

い、 一方ではこれによって
惹起 される公害間題等に対する社会 的な批判や反対運動 の高まり と

いう 間題も重要な影響をあ たえ てい 孔

し か し、 こ の よ う
な 動 き が 現 代 の 企 業 す べ て に つ い て あ て は ま る わ け で は な い。 現 代 の 企 業

に お い て も こ の 問 題 の う け と り 方 は さ ま ざ ま で あ る。 例 え ぱ、
ベ ル カ ウ イ （ Ａ．Ｂｅ１ｋａｏｕｉ） は

現代 企業の行動を①古 典的観点、 ②経営的観点、 ③社会環 境的観点の三っのモ デルに分類
して

考 察 し て い る。
１〕

１． 古 典 的 観 点
（Ｔｈｅ Ｃ１ａｓｓｉｃａ１ Ｖｉｅｗ ）

この観点は１９世紀 に論 議され、 企業活動は完全
な市 場競 争原 理のも とで 行わ れ るべ きで あ

り、 そ の 目
的 関 数 は 利 益 の 最 大 化 で あ り、 ビ ジ ネ ス ・

パ フ ォ ー マ ン ス は 経 済 的 効 率 化 と 進 歩 で

ある。 ま た経営者 は企 業への出資者すなわち所有者に雇用 されている
立場にあり、 利 益の最大

化は所有者の所得の最 大化を意味し、 この原則か ら逸 脱した非営利
的行為 は基 本的に容認され

な い。 し た が っ て こ れ ら が 容 認 さ れ る の は、 企 業 活 動 に 法
的 規 制 が 定 め ら れ て い る 場 合 と か そ

の 他 特 殊 な ケ ー ス で、 そ れ ら の 行 為 が と く に 市 場
と の 契 約 な ど に よ っ て 認 め ら れ て い る 場 合 に

過 ぎ な い。

２． 経 営 的 観 点 （ Ｍａｎａｇｅｒｉａ１ Ｖｉｅｗ ）

経営的観点 は、１９３０年代ま で一般的に認識
をえて いた 古典的観 点 と、 現 実の 企 業と の間 に

生 じ た 各 種 の ギ ャ ッ プ の 結 果 生 じ た も の で あ る。 す な わ ち、 そ の 当 時 徐 々 に あ ら わ れ て き た 所
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有 と経 営の 分離の影響で経営者が 保有する意恩決定の内 容が増 大するに至ったことによる。 こ

の こと に対 し古典的観点に立っ論者の 批判が集中 し、 そ れをう けるかたちで逆に専門経営者の

役割を 重視 する 経営的観点が生 じたの である。

経 営 的 観 点 の 登 場 は 企 業 が ゴ ー イ ン グ ・ コ ン サ ー ン と し て の 性 格 を 強 め、 出 資 者 以 外 に も 従

業員、 債権者、 取引 先等の利害関係者 と種々 なる関係を もっよう に
なり、 これら利 害関係者と

の利害のバラ ンスを 考慮する受託者を必要 とするようになってきた結果と もいえる。 そこには

すでに， 個人的な意 思だけで経営をやめ たり、 財産を処分するといった所有主経営者とは異なっ

た専門経営者の存在 があ る。

ところで、 これ らの専 門経営者は社会 的責任に対 して どのような態度で 臨むかが問題となる。

対応はもちろん個々の経 営者によって変化 はあるだろうが・ それ は株主に満足 をあたえ、 競争

力を維持 し、 収益力を高 めるという条件の なかでの対応ということになろう。

３． 社 会 環 境 的 観 点 （Ｓｏｃｉａ１ Ｅｎｖｉｒ㎝ ｍｅｎｔ Ｖｉｅｗ ）

社会環境モデルは大企業の 存在を前提と して展開される。 すなわち、 大企業 は強 大な 経済力

お よ ぴ 政 治 力 を も っ て お り、 そ れ に 付 随 し て 重 大 な 社 会 責 任 を 持 っ て い る と み な す。 こ の よ う

な組織では社会全体の環境に 関心をもち単に特 定の市場にのみ関心を もっので はな い。 この 種

の経営者は株主の富の最大化 と経 営者自身の富 の最大化のどちらを選ぶかな どというこ との み

に深い関心をもっのではなく、 かれらの選択の
な かに社会全体の厚生を含めることで対応す る

の で あ る。
ベ ル カ ウ イ は こ れ を 「社 会 的 厚 生 モ デ ル」 （ Ｓｏｃｉａ１ Ｗｅ１ｆａｒｅ Ｍａｘｉｍａｉｚａｔｉ㎝

Ｍｏｄｅ１）と 呼 ん で い る。 こ の 条 件 の な か で 経 営 者 は 全 て の プ ロ
ジ ェ ク ト を 通 常 の 収 益 性 目 的 に

加え て、 社会的費用 を最小化 し企業の 生産活動によって 創出される社会的便益の最大化を図る

の で あ る。

このような 三っ の観点は資本主義経 済の発展のなかで 歴史 的な 過程をふんで展開されたもの

で あ る と 向 時 に、 そ
れ ら は 現 代 に お い て も 共 存 し て い る。 し か し 時 代 の 推 移 に と も な い、 古 典

的観点か ら経営 的観点さらには社会環境 的観点へと重点が シフ トして いる ということは明白で

あ ろ う。

１Ｖ． 企業 の社 会 報告 を め ぐる論 争 点

このように現代の企業 会計をどのように 解釈するかにっいてはさま ざまな主 張があ 孔 そ し

てそのもとで具体的に どの ような会計 システム を展開すべきかにっいて も多くの提案 がなさ れ

て い る。

こ の 点 に つ い て、
グ レ イ （ Ｒ，

Ｇｒａｙ）．
オ ー エ ン （ Ｄ．

Ｏ ｗｅｎ ）． マ ン
ダ ー ス （ Ｋ．

Ｍ ａ ㎜ ｄｉｒｓ） は と

く に 社 会 関 連 会 計 と の か か わ り の も と で 次 の よ う に 分 類 整 理 し て い る。
２〕

ま ず現代の企業会計を どのよう に解釈するかにっ いては、 それを主張する人 びとの立脚 して

いる 思想 的基盤が問題となる。 かれらはそれを次の 五っ のグループに分類する。
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純粋な資本主義者

便宜主義者

社会契約の提唱 者

社 会 的 エ コ ロ ジ ス ト

社会主義者

第１の純粋な資 本主義者の グルー ブは 「市 場に 対す る効率的な反応の範囲 を超える責任の必

要性を否定する人々 であｇ」 資本主義体制の もとでは企業経営者は雇用主 で
ある企業の所有者

の欲求に合致 するように企業を経営する 責任 がある。 そこでは法律に具体 化される社会の
基本

的ルー ルに従 いながら、 できる だけ多く の貨幣
を稼 ぎ出すことが至上 命令となる。

第２の 「便 宜主義者」 の グルー プは長期的な経済的繁栄と安定が一 定の 大きさの社会的責任

を受け入 れる ことによってのみ 達成されると考える人々であり、 経済 活動において
重視される

効率性や 業績などの価値観 は政 治的社会的な機会均等や個人的な 各種の権利とのバラ ンスを必

要と し、 こ
れが達成されて はじめて長期的な経済の繁栄と安定 がもたらされるとみなす。

第３ の 「社会的契約」 の 提唱者は 「会社およびその他の大組織 が社会の意思で存 在し、 した

がっ て社会の要請か ら恩恵 を受けていると考える人々」 である。 企業を含
めたあ らゆる社会制

度 は、 明示的にも暗示 的にも
一定の社会契約によって活動 してお り、 した

がってとく に大企業

は公 共的社会的目 的に 合致する限り存在意義の認め られる社 会的事業体とみなさ れる。

第４ 「社会的エコロ ジスト」 は 「（最も広い意味で） 環境を憂慮 し・ た
だ ちに 何 かが 行わ れ

なければ、 大変深刻な 問
題が出てくると認識 し、 そ して 大規模組織はこう

した 問題に影響をあ

たえており、 また 同時にそれ ら
を根絶するのを援助 す る際 に も影 響を 与え う ると 考え て いる

人々」。 要するにとくに１９８０年代以降に
おけるさまざまな分 野・ レベルでの環境意 識の 高揚を

背景と して登 場した グルー プであり、 地球 環境 を守るという観点
か ら企業 の社会的報告を要求

す る
。

第５ 「社会 主義者」 は政治的社会主 義だけでなく 経済的社会主 義を 支持して、 資本による 経

済的かっ 政治的支配が崩壊すると みな したい人々」。 この
主張者 の間 にもさまざまな立 場の相

違 はある が、 全体
と していえ ば、 いわゆる資本主義社会の も

とで 公害間題等を解決 しよう とし

て もそ れには限度がある。 したがって生産手段の社会的共有
とそ の適切な運営と分 配によって

の み そ れ は 可 能 と な る と す る の で あ る。

このようなさまざまな 立場から、 企業の社会的責任
とそ れにともなう社会報 告につ いて見解

が述べられているが、 か れらの社会報告に対する目
的は立場や主張のちがいに よってさまざま

である。
パークスと グレイ はそれ らの グルー プとそ の企 業社会報告の目的との 関係 を次のよう

に ま と め て い る の で 参 考 ま で に 引 用 し て お こ う。
３〕
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グ ル ー ブ 目 的

① ラ ディ カ ル・ グ ルー ブ 典 型 的 に は 企 業 活 動 を 攻 撃 し、 信 用 を失 墜 さ せ る こ と に よ っ て

社 会 を 再 編 制 す る こ と

② 正 統 派 ま た は 現状 の 擁議 者 企 業 活 動 を 正 当 化 し、 擁 議 し、 そ れ を 強 化 す る こ と

③ 党 派 的 権 益 追 求 グ ル ー プ グル ー プ 白 体 の 「テ リ トリ ー」 を 拡 大 す る こ と。

④ 会 計 責 任者 責 任 の 遂 行 と ア カ ウ ンタ ビリ ティ の 履 行

なおこれらの グルー プの主張の ちがいが企業の社会 報告にたいして具体的に どのような 差異

が生ずるかをベルカウイ は次の４つ の要素に分けて 指摘している。

① 社会・組織関係における企業 社会報告に対する仮 定

② 企業社会報告に関 して仮定さ れた又は負わさ れている目的

③ 報告されるべき情報の還択 に適用 されるべき 基準

④ 社会関連報告がとるべき 基準

っ ぎ に こ れ ら に っ い て、 か れ が
パ ー ク ス ・ グ レ イ と は 若 干 異 な り、 社 会 報 告 に 対 す る 基 本 的

考え方の相違をもとに してっ ぎの４つ の グルー プに分け上記の諸点にっ いて相違 点をあげてい

る
。
４〕

Ｉ 急進的変化を求める （左翼）

ｎ 少しの変化を求める

皿 変化を求めない

１Ｖ 急進的変化 （右翼）

Ｉのグループは上記の①にっ いては統制また は法規制をもって対応すべき であ るとし、 した

がって企業の自主的社会報告にっ いては全く期待 しな い。 ④にっいては外部 社会 監査という形

式 を と る こ と に な る の で は な い だ ろ う か。

ｎ の グ ル ー プ に は い ろ い ろ な 立 場 の も の が 存 在 す る が・ そ れ は 大 き く
二 つ の グ ル ー プ に 分 け

られる。 すなわち 「社会契約」 を 前提とする グルー プは社会報告によって 会 計責 任を はた し、

報 告さ れる情報は会計責任を基本 として標準的な外 部監査によって具体 的な 報告 がな さ れる。

こ れに対し、 社会報告を 「企業の 慈善的活動のＰ Ｒ」 と受けと
める グルー プはそ れによって企

業 のイメー ジを高めることを 目的とし、 そこでと られる情報の選択 は簡便性
とコ スト意識が中

心 で社会報告の形式は主と して物 語風の叙述を中 心とした制度的開示である。

皿のグループは社会報告の役割 にっ いて特に意 識をもたず、
む しろそ れは特定 の利 益集団の

ビ ジ ネ ス チ ャ ン ス に っ な が る と み る （例 え ば 会 計 士 が そ の 代 表 的 な 事 例）。

そ して利用 者の二一 ズに合わせ、 一般の企業会 計の枠の中で開示
を行い、 具体 的表 示手段と

しては社会的損益計算書と貸借対 照表によって行う。

ｌＶのグループは企業の社会報告 は自由な企業活動 を妨げるとみており、 したがって現在の制
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度的開示 で十 分であると考える。

Ｖ．
あ と が き

このよう に企業社会報告 に対 しては、 さま
ざまな目的や具体的な形式 をめぐっての提案がな

されて いる。 これは企業の 社会 報告の広がりと複雑性
を象徴 していると 見ることができる。 一

般に会計 担当者は伝統的な 定量 的表示形式にこだわるといわれている。 企業社会報告は伝統 的

な会計の 枠組みで処理できる 範囲をはるかに超えており、 その
意味 で意識改革が必要である の

はいうま でもないが、 しか しではどのような報告形式が望ま しい
か というとかならず しも明 確

に な っ て い る わ け で は な い。 そ れ に も か か わ ら ず、 現 在 積 極 的 に 社
会 報 告 を 行 う 企 業 が ア メ リ

カ ・ ヨ ー ロ ッ パ を 中 心 に 増 え て き て い る こ と も 事 実 で あ る。 こ の こ と は グ レ イ も 指 摘 し て い る

よ う に、 企 業 の 大 規 模 化 が も た ら し た プ ラ ス の 面
が 働 い て い る と み る こ と も で き よ う。

た だ、 形式 を統一化する ことの重要性、 およ
びその一方で定量的情報 のもっているメリッ ト

も 無 視 で き な い 価 値 が あ る。 そ の こ と に よ っ て、 時 系 列 的 分 析、 ク ロ ス
セ ク シ ョ ン 分 析 を 通 じ

社会関連 活動 の成果がより明確 に判断できるからである。 最近、 業 種別 に社会関連活動に関 す

る 情 報 を 統 一 化 し よ う と い う 動 き も ヨ ー ロ ッ パ を 中 心 に 見 ら れ る よ う に な っ て き た。 こ れ な ど

は今後の企業 社会報告のあり方 を示 す一っの動向と受けとめて もよ いの ではないだろうか。
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